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【発行日】平成30年8月30日(2018.8.30)

【公開番号】特開2017-28948(P2017-28948A)
【公開日】平成29年2月2日(2017.2.2)
【年通号数】公開・登録公報2017-005
【出願番号】特願2015-148143(P2015-148143)
【国際特許分類】
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【ＦＩ】
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【手続補正書】
【提出日】平成30年7月20日(2018.7.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送電装置から無線により供給される電力を受電する受電手段と、
　前記受電手段により受電された電力の電圧を所定の値の電圧に変圧する変圧手段と、
　前記変圧手段へ入力される電圧の変化を検出する第１検出手段と、
　前記変圧手段からの出力によって動作する負荷部の消費電力の変化を検出する第２検出
手段と、
　前記第１検出手段により検出された電圧の変化と前記第２検出手段により検出された消
費電力の変化との関係に基づいて、前記送電装置の送電範囲に前記送電装置の送電対象で
はない物体の存否を判定する判定手段と、
　を有することを特徴とする受電装置。
【請求項２】
　前記判定手段は、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在しない場合の前記変圧手段
へ入力される電圧の変化と前記負荷部の消費電力の変化との関係と、前記第１検出手段に
より検出された電圧の変化と前記第２検出手段により検出された消費電力の変化との関係
との比較に応じて、前記物体の存在を判定することを特徴とする請求項１に記載の受電装
置。
【請求項３】
　前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在しない場合の前記変圧手段へ入力される電圧
の変化と前記負荷部の消費電力の変化との関係を保持する保持手段をさらに有することを
特徴とする請求項２に記載の受電装置。
【請求項４】
　前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在しない場合の前記変圧手段へ入力される電圧
の変化と前記負荷部の消費電力の変化との関係は、前記負荷部の消費電力が増加すると前
記変圧手段へ入力される電圧が減少し、前記負荷部の消費電力が減少すると前記変圧手段
へ入力される電圧が増加する関係であることを特徴とする請求項２又は３に記載の受電装
置。
【請求項５】
　前記判定手段は、前記第１検出手段により検出された電圧の変化と前記第２検出手段に
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より検出された消費電力の変化との関係が、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在し
ない場合の前記変圧手段へ入力される電圧の変化と前記負荷部の消費電力の変化との関係
と異なる場合に、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在すると判定することを特徴と
する請求項２乃至４の何れか１項に記載の受電装置。
【請求項６】
　前記第１検出手段は、前記変圧手段へ入力される電圧の変化量を検出し、
　前記第２検出手段は、前記負荷部の消費電力の変化量を検出し、
　前記第１検出手段により検出された電圧の変化と前記第２検出手段により検出された消
費電力の変化との関係は、前記第１検出手段により検出された電圧の変化量と前記第２検
出手段により検出された消費電力の変化量との関係であり、
　前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在しない場合の前記変圧手段へ入力される電圧
の変化と前記負荷部の消費電力の変化との関係は、前記送電装置の送電範囲に前記物体が
存在しない場合の前記変圧手段へ入力される電圧の変化量と前記負荷部の消費電力の変化
量との関係であることを特徴とする請求項２乃至５の何れか１項に記載の受電装置。
【請求項７】
　前記判定手段は、前記第１検出手段により検出された電圧の変化量と前記第２検出手段
により検出された消費電力の変化量との関係が、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存
在しない場合の前記変圧手段へ入力される電圧の変化量と前記負荷部の消費電力の変化量
との関係と異なる場合に、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在すると判定すること
を特徴とする請求項６に記載の受電装置。
【請求項８】
　前記判定手段は、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在しない場合の前記負荷部の
消費電力の増加量と前記第２検出手段により検出された消費電力の増加量が同じ場合であ
って、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在しない場合の前記変圧手段へ入力される
電圧の減少量に比べて前記第１検出手段により検出された電圧の減少量が大きい場合に、
前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在すると判定することを特徴とする請求項７に記
載の受電装置。
【請求項９】
　前記判定手段は、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在しない場合の前記負荷部の
消費電力の減少量と前記第２検出手段により検出された消費電力の減少量が同じ場合であ
って、前記第１検出手段により電圧の変化を検出しない場合、前記第１検出手段により検
出された電圧の変化が減少を示す場合又は前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在しな
い場合の前記変圧手段へ入力される電圧の増加量に比べて前記第１検出手段により検出さ
れた電圧の増加量が小さい場合に、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在すると判定
することを特徴とする請求項７又は８に記載の受電装置。
【請求項１０】
　送電装置から無線により供給される電力を受電する受電手段と、
　前記受電手段により受電された電力の電圧を所定の値の電圧に変圧する変圧手段と、
　前記変圧手段へ入力される電流の変化を検出する第１検出手段と、
　前記変圧手段からの出力によって動作する負荷部の消費電力の変化を検出する第２検出
手段と、
　前記第１検出手段により検出された電流の変化と前記第２検出手段により検出された消
費電力の変化との関係に基づいて、前記送電装置の送電範囲に前記送電装置の送電対象で
はない物体の存否を判定する判定手段と、
　を有することを特徴とする受電装置。
【請求項１１】
　前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在しない場合の前記変圧手段へ入力される電流
の変化と前記負荷部の消費電力の変化との関係と、前記第１検出手段により検出された電
流の変化と前記第２検出手段により検出された消費電力の変化との関係との比較に応じて
、前記物体の存在を判定することを特徴とする請求項１０に記載の受電装置。
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【請求項１２】
　前記判定手段は、前記第１検出手段により検出された電流の変化と前記第２検出手段に
より検出された消費電力の変化との関係が、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在し
ない場合の前記変圧手段へ入力される電流の変化と前記負荷部の消費電力の変化との関係
と異なる場合に、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在すると判定することを特徴と
する請求項１１に記載の受電装置。
【請求項１３】
　前記第１検出手段は、前記変圧手段へ入力される電流の変化量を検出し、
　前記第２検出手段は、前記負荷部の消費電力の変化量を検出し、
　前記第１検出手段により検出された電流の変化と前記第２検出手段により検出された消
費電力の変化との関係は、前記第１検出手段により検出された電流の変化量と前記第２検
出手段により検出された消費電力の変化量との関係であり、
　前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在しない場合の前記変圧手段へ入力される電流
の変化と前記負荷部の消費電力の変化との関係は、前記送電装置の送電範囲に前記物体が
存在しない場合の前記変圧手段へ入力される電流の変化量と前記負荷部の消費電力の変化
量との関係であることを特徴とする請求項１１又は１２に記載の受電装置。
【請求項１４】
　前記判定手段は、前記第１検出手段により検出された電流の変化量と前記第２検出手段
により検出された消費電力の変化量との関係が、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存
在しない場合の前記変圧手段へ入力される電流の変化量と前記負荷部の消費電力の変化量
との関係と異なる場合に、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在すると判定すること
を特徴とする請求項１３に記載の受電装置。
【請求項１５】
　前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在することが前記判定手段により判定された場
合に前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在することを前記送電装置に通知する通知手
段をさらに有することを特徴とする請求項１乃至１４の何れか１項に記載の受電装置。
【請求項１６】
　前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在することが前記判定手段により判定された場
合に所定の処理を実行する実行手段をさらに有することを特徴とする請求項１乃至１５の
何れか１項に記載の受電装置。
【請求項１７】
　前記実行手段が実行する所定の処理は、前記送電装置の送電範囲に前記物体が存在する
ことを示す情報または前記物体の移動を促す情報を通知させるための処理であることを特
徴とする請求項１６に記載の受電装置。
【請求項１８】
　前記送電装置から送電電力に関する情報を受信する受信手段をさらに有し、
　前記判定手段は、前記受信手段により受信した前記情報に基づいて、前記物体の存在を
判定することを特徴とする請求項１乃至１７の何れか１項に記載の受電装置。
【請求項１９】
　前記負荷部は、モータであることを特徴とする請求項１乃至１８の何れか１項に記載の
受電装置。
【請求項２０】
　送電装置から無線により供給される電力であって、受電装置によって受電された電力の
電圧を所定の値の電圧に変圧する前記受電装置に含まれる変圧手段に入力される電力の電
圧の変化を検出する第１検出工程と、
　前記変圧手段からの出力によって動作する負荷部の消費電力の変化を検出する第２検出
工程と、
　前記第１検出工程により検出された電圧の変化と前記第２検出工程により検出された消
費電力の変化との関係に基づいて、前記送電装置の送電範囲に前記送電装置の送電対象で
はない物体の存否を判定する判定工程と、
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　を有することを特徴とする判定方法。
【請求項２１】
　送電装置から無線により供給される電力であって、受電装置によって受電された電力の
電圧を所定の値の電圧に変圧する前記受電装置に含まれる変圧手段に入力される電力の電
流の変化を検出する第１検出工程と、
　前記変圧手段からの出力によって動作する負荷部の消費電力の変化を検出する第２検出
工程と、
　前記第１検出工程により検出された電流の変化と前記第２検出工程により検出された消
費電力の変化との関係に基づいて、前記送電装置の送電範囲に前記送電装置の送電対象で
はない物体の存在を判定する判定工程と、
　を有することを特徴とする判定方法。
【請求項２２】
　請求項２０又は２１に記載の判定方法を受電装置に実行させるためのプログラム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　本発明の受電装置は、送電装置から無線により供給される電力を受電する受電手段と、
前記受電手段により受電された電力の電圧を所定の値の電圧に変圧する変圧手段と、前記
変圧手段へ入力される電圧の変化を検出する第１検出手段と、前記変圧手段からの出力に
よって動作する負荷部の消費電力の変化を検出する第２検出手段と、前記第１検出手段に
より検出された電圧の変化と前記第２検出手段により検出された消費電力の変化との関係
に基づいて、前記送電装置の送電範囲に前記送電装置の送電対象ではない物体の存否を判
定する判定手段と、を有することを特徴とする。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３６】
　Ｓ３０７において、負荷２００の消費電力またはＢ点の電圧に変化が生じたと判定した
場合、受電装置２０１は、異物が存在するか否かを判定する異物判定処理を実行する（Ｓ
３０８）。異物判定処理では、Ｃ点の電流の変化量とＢ点の電圧の変化量との関係が、図
２の番号１～６の何れかに当てはまるかを判定する。受電装置２０１は、Ｃ点の電流の変
化量とＢ点の電圧の変化量との関係が、図２の番号１～６の何れかに当てはまるかを示す
テーブルを予めメモリに保持し、そのテーブルに基づいて異物判定処理を実行するものと
する。即ち、受電装置２０１は、第１検出部２０６の検出結果により取得したＢ点の電圧
の変化量と、第２検出部２０７の検出結果により取得したＣ点の電流の変化量とに基づい
て異物を検出する。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３８】
　受電装置２０１は、Ｓ３０８の異物判定処理の結果により、異物が送電範囲に存在する
か否か判定する（Ｓ３０９）。Ｃ点の電流の変化量とＢ点の電圧の変化量との関係が、図
２の番号１～３の何れかに当てはまると異物判定処理において判定された場合、受電装置
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２０１は、異物が送電範囲に存在しないと判定する。一方、Ｃ点の電流の変化量とＢ点の
電圧の変化量との関係が、図２の番号４～６の何れかに当てはまると異物判定処理におい
て判定された場合、異物が送電範囲に存在しないと判定する。
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